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1.はじめに

近年,都市計画区域外,都市計画区域内の用途白地,あ

るいは市街化調整区域での大型ショッピングセンター(SC)

の立地が全国で数多く見られる.これに関し,中心市街地

の衰退,環境や福祉等との関連で多くの問題が議論されて
おり,また,平成18年にまちづくり3法も改正された.ただ

し,改正案l)に対しても既に問題が指摘されている2).

ところで,宮崎市では平成17年5月に九州最大級の大型商

業施設(イオン宮崎sC)が市街化調整区域内で開業した.本

施設の立地にあたっては,同市の総合計画,都市計画マス

タープラン,中心市街地静性化基本計画等の他の計画や,

県の市街化区域及び市街化調整区域の整鳳 開発又は保全

の方金亘以降,整 ･開･保)との整合性,周辺市町村との関

係,開発許可に至るプロセス等に多くの課題を残した.こ

れらについては,阿部ら3)が開発許可に至る経緯を,明石4)

は特に広域的調整の観点から問題を整理している.

本研究ではまず,先行2論文,公表資料および著者らが収

集した資料を踏まえながら,宮崎市市街化調整区頃 以降,

調整区域)内での大型sc立地許可に至るプロセスを整理し,

宮崎市による許可プロセスの特徴を概観する.次いで,特

に総合計画審議会(総計審)を中心とした都市計画に関わる

各種審議会や審査会と行政事務局との関係に着目し,諮問

機関の一般的な設置目的とされている,a)民意の反映もし

くは行政の民主化 b)行政における利害調整,C)行政の専

門化-の対応の観点5)を踏まえ,都市政策の ｢手続き｣から

見た今後の審議会のあり方を考察することを目的とする.

なお,a)～C)の意味を明確にするため,以降,a)については,

政策決定プロセスにおける民間人の参加という意味で ｢政

策立案また古事ラ政判断のチェックと公定化J,b)については,

政策内容に関する ｢関係各界の利害調整｣,およびと)は,行

政課題の専門化,複雑化する内容に対する ｢専門的知識の

導入｣と表現する.

本研究で扱う宮崎市の大型sc出店の ｢手続き｣を分析す
ることは,個別詳細の条件が異なるとしても,全国の他の

地域でも多く発生している出店問題を考える際に,今後の

対応を準備する基礎的資料となると考える.

なお,本研究は調整区域に大型scの立地許可を行なった

ことの是非や多くの立場で異なる賛否の評価を問うもので

はなく,許可までの過程における諮問機関等の運用のあり

方に関し検討するものである.また,諮問機関の機能や運

用に関する議論は古くからあるが5),特定案件に関する諮問

機関の運用に関し詳細に検討した例は見られない.さらに,

諮問機関等に関する課題は,まちづくり3法改正が直接対象

とするものではないため改正後も引き続き残されると言え,

この時期に検討しておく必要性は大きいと考えられる.

2.ショッピングセンターの概要と開発許可の経緯

(1)イオン宮崎ショッピングセンターの概容

図-1に示すように,イオン宮崎scは,宮崎市中心市街

図-1 宮崎市の中心市街地とイオン進出地

* 正会員 宮崎大学工学部土木環境工学科 (uliversityofMiyazaki)
** 正会員 大分県土木建築部 (oitaPrefectlne)

***正会員 福島大学人間発達文化学類 O=ukushirnaUhiversity)

-289-



表-1 宮崎市-のイオン進出許可に関わる経緯

lH10月21日 宮崎市 市民意向調査(-11月1日)

11月21日 まちづくり協議会他*1) 市市質 要請書提出(総合的検討.公聴会,周辺市町の意見)
12月4日 まちづくり協議会他*1) 質問書提出(諮問の中止,都市計画_農地転用の問題)
12月27日 宮崎市 壬への回答

1月23日3月20日3月27日 商店主1名 損害賠償請求訴訟(市長判断に伴う損害)

まちづくり協議会他*1)市議会 請岸書提出(総合計画に十分な事議をすること)市総合計画の一部改正を可決
宮崎市 総合計画,都市マス改訂
商店主13名 住民監査請求(総合計画.都市マス改訂支出公金の返還)

4月14日 宮崎市監査委 住民監査請求棄却
5月～ 宮崎市 開発許可の事前指導開始

全曲4年 ..

2 2日 .∠ゝ 地転用を許容(イオンモールが開発概要説明)兼 A ′ヽ ム ーla

3月14日 コ■Eカリ-ノ宮崎まちづくり協議会他*1)イオンモ-ル 翠3月19日4月7日 計画見直しと開発書査Ⅱ前のム聴耳開催要望を市に提出開発許可の本申請
4月27日 宮崎市 ｢公聴会を開かない｣ことをまちづくり協議会に回答
5月6日 市開発審査会 開発内容を了乗
5月12日 宮崎市 イオンSC開発許可

A林水産省 農地転用許可

Ⅰ∨ 5月14日 イオンモール 県 こ対し大店立地法による届け出市計画区域マスタープラン決定

5月17日 宮崎県 都
7月8日 商店主15名 開発許可取り消しの審査捕求

11月11日11月30日 宮崎県市開発書査会 宮崎県大規模小売店舗立地事議会

2004.ll.日 第1回
2004_12_1 第2回
2004.12.12 第3回
書査請求却下(書査適格なし)

1月12日3月28日2 2 宮崎県宮崎県 大店立地法にもとづく意見通知

第4回宮崎県大規模小売店舗立地審議会開発許可取り消しを求める行政訴訟グランド.オープン中心市街地通行量調査結果公表(中心部で約2割滅)損害賠償訴訟の和解成立,行政訴訟取り下げ月 8日5月19日商店主目名イオン宮崎sc宮崎市,宮崎商工会議所宮一埼市.商店主

I i.軸7年.=…_:6月 イオン興産 進出構想発表(断念)
12月 宮崎市 第3次総合計画策定

8月 宮崎市 都市計画マスタープラン策定

†o月 宮崎県 国土利用計画策定

12月 宮崎市 中心市街地活性化基本計画策定

3月 宮崎市 商業振興ビジョン策定
9月 宮崎県 整備.開発.保全の計画の都市計画決定(告示)

ⅠⅠ 200.一年 ;.JI-

4月22日 イオングループ 宮崎出店発表

5月11日 地権者､ E)A イオン誘致を市に陳情市議会に賛成請願呈ム ー 昌

6月20日7月10日 土地交渉委員=まちづくり協議会他 *1)

:コて_ ､ii

イオンモール 宮崎イオンSC出店計画を市長に提出
宮崎市 イオンSC対策会議設置

7月11日 周辺13市町村 イオンケル-プsc対策会議設置宮崎市議会 推進.反対の請願を審議(継続審議)

2001.9r2l 第2回審議(継続審議)

7月16日 周辺13市町村 2001.l2_14 第3回審議(継続審議)県.市へ建設を認めないよう陳情

11月 宮崎市 進出に伴う影響の中間報告
2002年 .二

2月1日 寿屋 休業

2月27日 宮崎市 市民フォーラム開催

3 12 宮崎市長まちづくり協議会他事1) †▲生 ン6月4日 コミロ寿屋に約30美音の内 7 -諾を表明

7月16日 宮崎市長 イオン宮崎sc受け入れ表明(市議会全員協議会)
7月30日 まちづくり協議会他事1)質問状提出(市長判断撤回)

8月5日 周辺13市町村 イオン容認撤回を要望

9月4日 まちづくり協議会他*l)意見書提出(イオン容認は違法)
9月19日 宮崎市三一会 イオン推進請 塵を採択

ⅠⅠⅠ 10月- 宮崎市 総合計画(l997.l2),都市マス(1998.8)改訂作美に着手

2002,lO7 第1回総合計画審議会

第1回都市マス策定検討委員会
2002.ll.14 第2回都市マス策定検討委員会

2002.12.13 第2回総合計画審議会

第3回都市マス策定検討委員会

2003.1.28 第3回総合計画審議会

地の東部約2knに位置する,市街化区域境界に近接した調
整区域内の地区に立地した.SCは2核1モール形式で,敷地

面積190,669m2(1),商業施設面積77,355m2(シネコン,飲食を

含む)と九州でも最大規模のSCである6).従前の土地利用は
農地であるが,農振法上は白地であった.当該地区は宮崎

港や中心市街地に近く,交通アクセスも比較的良好であり,

農振白地の背景には,地元地権者も将来的には何らかの開

発を期待していたことがある(2).現に,調整区域内である

sc地区周辺では,既に中央卸売市場,2つの総合病院が展
開し,都市的土地利用が進展していた.加えて,中央卸売

市場南側の新別府川対岸地区では,東部第二区画整理事業

が進行中であり,SC周辺の開発ポテンシャルを高めている.

(2)宮崎市による開発許可の経緯

表-1に,イオン宮崎scの開発許可に関わる経緯を整理
した.ここでは許可権限者である宮崎市の対応を軸に,出

店計画発表～現在を4期に区分し,それぞれの期を概説する.

･遡 遡 :出店計画の公表(2001.4)以前とする.1997年に一
痩,イオンは出店構想を発表したが地権者の反対によって

断念している,その後,宮崎市は第3次総合計画(1997.12),

都市計画マスタープラン(以降,都市マス)(1998.8),中心市

街地活性化基本計画(1998.12),商業振興ビジョン(1999.3)

を相次いで策定した.これら計画では,宮崎市橘通周辺を

中心市律詩也とし,その活性化が目指されており,イオン宮
崎SC立地箇所は商業その他の開発地域として位置づけら

れてはいない.また,県の整 ･開･倒 1999.9)でも,橘通周

辺が広域商圏の核として位置づけられており,イオン宮崎

SC立地箇所は商業地とされてはいない.

･遷些遡 :Ⅰ期以降から市長 の 受 入 表 明 (200 2.7)に 伴 う各 界

の反応まで(2002.9)とする.イオンの出店計画に対する賛

成･反対派の請願,周辺13市FJl(イオングループショッピン

グセンター対策会議.以降,AGSC対策会議)の立地不認可

の陳情,市議会での審議の後,市はイオン進出に伴う影響

を調査し,市民フォーラムを開催した(2002.2).なお,フォ

ーラム開催直前に,中心市街地内の寿屋が全面休業した

(2002.2)ことに留意する必要がある.フォーラム直後,市長

は,寿屋の再生,山形屋の増床がなされる場合はイオン出

店を許可しないというイオン出店可否の判断基準を表明し

た(2002.3).しかし,寿屋再生の見込みが立たないとの判断

から,市長はイオン容認を表明した(2002.7).また,市長判

断を受け,まちづくり協議会 ･商店街振興組合連合会の質

問状 ･意見書,AGSC対策会議の容認撤回要望の提出があ

ったが,市議会は推進請願を採択した(2002.9).
･塵遡 :市がイオン受け入れのための総合計画,都市マ
ス改訂作業を行なった時期であり,また商業者1名が市長判

断によって寿屋再開が遅れたことによる損害に関し損害賠

償請求訴訟を起こし(2003.1),まちづくり協議会等の関係者
13名が総合計画,都市マス改訂に対する支出の返還を求め

る住民監査請求(2003.3)を起こすなど,反対者が法的対抗措

置を開始した時期である.ただし,住民監査請求はZ003年4

月に棄却された.その後,開発許可の正式申請(2(X札4),開

発審査会の許可(2CM.5)を経て,宮崎市は開発を許可した

(2CM.5).同日,農林水産省は農地転用を許可している.

･蓋fyB3:商店主15名による開発審査会-の開発許可取消

し審査請求(2(XH.7)から請求却下(2M .11),開発許可大規模

小売店舗立地審議会(以降,大店立地審)での審萄2(大礼l1-

12),商店主目名による開発許可取消しを求める行政訴訟

(2似 .2)から損害賠償請求訴訟の和角鞘2005.10)の時期と位
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置づける.和解内容の骨子は,被告宮崎市は商業者をまち

づくりのパートナーとして認め,中心市街地骨性化に一層

努力すること,原告は行政訴訟をとり下げることであった.

なお,イオンSCのグランドオープンは5月19Rであった.

3.開発許可に至るプロセスの問題点

(1)市の判断を先行させる制度選択

阿部ら3)や明石叫が指摘したように,本事例では,宮崎市

が中核市であり,調整区域内での開発許可権限を有してい

たことに大きな特徴がある.しかし,市の意向によっては

県が関与する仕組みを選択することもできた.たとえば,

市街化区域編入を前提として,県の内諾を得た上で総合計

画や郡市マス改訂作業に着手する選択肢もあった.これに

対し市は,｢市街化区域編入を先にするのではなく,都市マ
スに位置づけたものが都市計画法の開発許可のまな板に乗

るか否かという判断をする｣との意を,第2回都市マス策定

検討委員会(都市マス策定委)で述べている7).

また,市はイオンSCを ｢商業施設｣ではなく,｢レジャ
ー･交流拠点｣として総合計画,都市マスに位置づけた8),9).

商業施設として位置づけると,商業系の用途地域指定,す

なわち市街化区域編入の議論が必要となり,県の判断が求

められる.さらに,中心市街地を広域商業の核とする県の

整 ･開･保に明示的に不整合となり,県との間で商業フレ

ームの調整が必要となったと考えられる.

以上を踏まえると,市は,開発許可制度を用いることに

よって,県との調整や整 ･開･保との整合性の問題を回避

し得たと言えよう.なお,整 ･開･保との不整合の問題に

ついては,(4)節で改めて触れる.

(2)諮問機関等への諮問と運用に関する課題

本事例では,開発許可を行なうために総合計画,都市マ

スが改訂され,それぞれ総計審,都市マス策定委が広義の

諮問機関として,改訂プロセスで重要な役割を担った.
表-1に示すように,総計審,都市マス策定委は市長の

政策判断後に開催された.第1回総計額2002.10)m)ではこれ

が問題となり,｢イオン容認の是非を含め検討すべきではな
いか｣との委員意見に対し,事務局は ｢大型sc出店を認め

る政策判断をしたので,その方向で総合計画の一部改訂を

行なう.その原案について市長が審議会に諮問し,審議会

で意見を頂き答申いただく｣旨の説明をしている.また,

直後に行なわれた第1回都市マス策定委刀では,委員から｢政

策判断に至った経緯や検討内容について説明がない.検討

すべき事は多々あるのではないか｣旨の意見に対し,明確

な回答はされていない.さらに委員会では政策判断の根拠

資料の提出が求められたが,それは結局なされなかった.

また,総計審に対する諮問が ｢総合計画の一部改訂｣に

ついてであったことにも留意する必要がある.委員からは

｢都市構造,税収や雇用,環境や福祉といった面からの総

合的な検討が必要｣との旨の意見が出されたが(第1,2回)10),
それらについての審議は,諮問していないとの理由でなさ

れなかった.結局,総合計画(基本計画)の健康福祉都市(第1

編),快適環境都市(第2編),教育文化都市(第3編),市民連

携都fff(第6編)は改訂されず,改訂されたのは,産業創造郡

市(第4碍)の中の ｢新たな時代に対応した力強い商工業の振

興｣(第2章)と交流拠点都fTf(第5編)の ｢魅力ある市街地の形

成｣(第1章)のみであった.

以上のように,委員が議論を望む内容は多々あり,十分

な議論を行なうように求めた (第2,3回総計審)ものの,その

ような議論を求めた委員数は少数であり,総計審,都市マ

ス策定委それぞれ3回,4回の予定通りの回数で審議が終了

した3).7110).最終の第3回総計額2003.I)では,賛成14名,反

対2名,棄権1名の賛成多数で原案を承認した.ただし,欠

席者数が10名,委員の4割弱と多いことに留意が必要である.
都市マス策定委では賛否は採られなかった.

なお,本案件は都市計画決定ではないので都計審への諮

問は必須ではなく,都計審-諮問はなされなかった.都市

構造を大きく変化させうる調整区域での大規模開発,その

許可を目的とした都市マス改訂に関し,都計審-の諮問が

市長の裁量であることについては問題を指摘できよう.こ

れは,(1)節の制度選択の課題ともいえる.これに関連して,

一部委員が都市マス策定委と重複しているため都計審も関

与したとの見方もある.しかし,共通委員が都計審を代表

しているわけではないため,この見方は説得力を欠こう.

(3)政策判断の根拠の不透明性

(2)節で述べたように,総計審,都市マス策定委では,市

長の政策判断に至った経緯や検討内容を提示するよう再三

要求があった.これ関し事務局は,第2回総計審で ｢(市で

の)議論の結果は相当な資料になる.関係各課から全て上が

ってきたものを示すのは難しい.関係各課と企画課,ある

いは総合計画の中にそれぞれの専門部会がある.部会と担

当課での議論を経た上で策定会議がある.このような議論

の結果が諮問案であるのでご理解頂きたい｣旨の回答をし

10),政策判断の経緯と検討内容は提示されなかった.

また,市長のイオン容認表明(2002.7)の根拠となった ｢寿

屋再生の見込みが立たない｣との判断に至る市の確認作業

は休日を含む2日間のみで行なわれた(3).この確認のあり方

は,損害貝賭 青求訴訟の中で大きな論点となった.

(4)他計画や運用手論十との整合性

イオン出店容認の判断および総合計画,都市マスの改定

案に対しては,先述の県の整 ･開 ･保のみならず,それま

での市の都市計画や中心市街地骨性化計画,さらに都市計

画運用指針等との整合性も議論の対象となった.

(I)総合計画審議会での議論10)

第1回総計審では,委員から調整区域内で大規模商業施設

立地を許容すること-の懸念が表明された.第3回総計審で,

｢中心市街地の活性 ･再生が全国的な課題となっている中

で,中心市街地活性化法(以降,中活法),大店立地法とい

うまちづくり3法の中の2つに矛盾するような方向で,まち

づくりに対する手当てが明確でないまま結論を山していい

のか｣と指摘されたが,事務局は ｢中心市街地のまちづく
りには一層の整備を図る｣とし,議論がかみ合っていない.
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(II)都市マスタープラン策定検討委員会での議論7)

都市マス策定委でも,｢過去20年間,調整区域で開発を認
めて来なかったこととの整合性｣(第1回)｢中心市街地活性

化との整合性｣(第1,2,3回),｢県との調整｣(第2回)に関して
意見が表明されている.

これに対し事務局は ｢中心市街地活性化については積極
的に取り組む｣とした上で,｢中活法と都市マスとの直接的
な関連性はない｣との立場を表明した(第1回).また,県と

の調整については,｢宮崎広域都市計画という意味では県と
の関連もあるので,連絡調整を図りながら進めている.た

だし,手続き上,法的に位置づけられた調整はない｣とし

た(第2回).つまり,市は,市域を越える商圏を持ち,周辺

市町の商業,土地利用や福祉等に多大な影響を与えうる郊

外型大規模SCの立地許可に関し,都市計画の ｢広域性･総
合性｣よりも ｢法的な手続き｣を強調したと言える.

(Ⅲ)審査請求の争点となった整合性

審査請求の請求人の主張と,それに対する市の弁明につ

いては阿部ら3)の整理を簡単に紹介するに止める.請求人は,

中活法,都市計画運用指針,整 ･開 ･保との整合性に関し

異議を唱えている.これに対し市は,｢都市計画法34条10

号イは中活法とは関係ない｣｢市は一定の秩序を持って運用

しており,運用指針に沿う｣｢都市マスは,より地域に密着
した立場から県の整･開･保に即して主体的に定めたもの上

とし,｢都市計画法,同施行令,同施行規則,宮崎市大規模

開発運用基準は,中心市街地の商店街の保護については何

ら言及するところがない｣｢中活法は,都市計画法の開発行
為の許可制度と共通の目的を有しているとは認めがたい｣

との主張を行なった3川 )

開発審査会は ｢審査請求人の主張する経済的利益は- ･

個人的利益として保護された利益とは言えない - ｣ 12)と

し,審査適格なしとして請求を却下した(2M .ll).すなわ
ち,審査会でも整合性に関する審議がされたわけではない.

(5)人的資源上の制約

(2)節では総計審と都市マス策定委の運用について述べ

たが,地方部における人的資源の制約上 特に都市マス策

定委の委員のほとんどが総計審委員と重複している実態が

ある.表-2は,2つの諮問機関の他,都計審,開発審査会

の委員構成を整理したものであるが,都市マス策定委員13

名中10名は総計審委員を兼任している.なお,都計審に着
目すれば,委員20名中7名が総計審を兼任している.都計審

の学識経験者3名は総計審,都市マス策定委との兼任である.

このような状況下では,総合計画と都市マスの整合性は人

的には図られやすいが,反面,都市マスの内容に独創性や

深まりを求めることは困難な可能性が高いと言える.

次に,3つの諮問機関の学識経験者の専門分野を表-3に

整理する.総計審,都市マス策定委いずれにおいても,那

市計画･交通計画を専門とするものは1名(兼任)のみであっ

た.また,総計審-の諮問は ｢総合計画の一部改訂｣であ

ったため,マーケテイングや経済政策に関する専門的議論

がなされることはなかった.

表-2 諮問機関等の委員構成
委員種別 総計審 都市マス策定委 都計幸 開発審査会

苧誰軽族看 5 4(4)*1) 9(3)*1) 7名*2)(非公開)
関係行政機関*4) 5 2(ー) 4(3)

その他 18 7(5) 7(1)*3)

計 28 13(ー0) 20(7) 7

*2)審査会会長は学識経験者で専門はコンクリート工学
*3)第2号委員(議員),住民委員を含む
*4)関係行政機関に属すものの兼任は所属･耽位でカウントした

義-3 諮問機関等の学識者委員の専門分野
専門分野 総計審 都市マス策定委 都計審

マーケテイング ○ ○ ○

経済政策 ○
土質力学 ○ 委員長 委員長

美学 ○ ○

注)○は委員を示す.

また,表-2には開発審査会についても記載している.

会長の専門はコンクリー ト工学であり,同審査会に都市計

画関係の学識経験者がいないことを確認している.

これらは,梶原ら13)が明らかにした市町村部計審におけ

る専門家確保の困難性について,宮崎市の他の審議会や委

員会についても共通していることを示す.

(6)開発審査会の位置づけ

開発許可プロセスの最終的な位置にある開発審査会は,

都計法34条第10号イに関わる開発行為の許可を審査すると

ともに,それに対する不服申し立ての審査を行なうことと

なった.すなわち,審査会は自身の決定に対する不服を自

身で審査したものであり,市,審査請求者の双方にとって

の公平性の観点から疑問が残る制度といえる.また,先述

のように審査会には都市計画関連の専門家が不在である.

このことは,審査会も次章で述べる審議会等と同様の問題

に,中立性 ･専門性に課題を抱えていることを示す.

4.審議会等のシステム改善に関する考察

(1)諮問機関等の制度と運用の関係

2章,3章で明らかにしたように,開発許可プロセスには

多様な主体が関係している.本章では,この中で特に審議

会等のシステム改善について論じるが,まずは,本プロセ

スに関わる主体と関与の仕方について整理しておく.

図-2は開発許可に至るプロセスにおける各主体の関係

を整理したものである.市との関係において各主体の具体

的なアクションがあった場合は実線の矢印で,関係はある

が関与がなかったものを破線の矢印で結んだ 図のように,

市街化区域編入や用途地域制,開発許可制度,また農地転

用など農地に関する諸制度に加え,市総合計画,市都市マ

ス,県の区域マスなどの各委員会,地元商店街連合会 ･協

議会などの団体,それに土地所有者,周辺住民,さらに県,

市長 ･市行政部局など個別の立場が存在する.この他,一

般市民も多く存在するが,図では関与があった主体に関し

整理している.

図より,行政部局は,それぞれの所掌の範囲内において

市長の意向に沿った ｢制度の選択｣｢整合性の解釈｣を法的
に問題が無いよう組み立て,その上で ｢諮問機関等の運用｣

を行なったことがわかる.
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以上を踏まえると,前章の課題の多くは市長 ･行政各部

局と諮問機関等の関係のあり方の問題として集約できる,

(1)～(4)節の問題は,総計審,都市マス策定委で議論の内容

が予め限定され,議論や資料が十分か否かは事務局が判断

したことに起因している.これに,(5)の制約条件の中で首
長が任命する諮問機関等の専門性の脆弱さが相まっている

と言える.すなわち,本事例は審議会の一般的な設置目的

のa)政策立案または行政判断のチェックと公定化 b)関

係各界の利害調整,C)専門的知識の導入のうち,a)やC)に

関する機能が十分果たされなかったと言えよう.

他方,現行制度では審議会等の運用の仕方は首長の裁量

の範囲内であり,以上のような問題を回避しうるような運

用の仕方も可能であったと言える.しかし,今回の事例は,

審議会等に期待されている上記可～C)の役割の具体的内容

や程度を,首長 ･行政部局が裁量の範囲内として決定でき

たことを示している.上払 )～C)が,現代の都市計画に求め

られる方向であるとするならば,今回のような事例に審議

会等や何らかの外部組織によって歯止めをかける仕組みは

必要であろう.

もとより本稿は,今回の市長の政策判断内容の是非を論

ずるものではなく,賛否両論の多い事項が当該自治体の首

長と行政部局の関係の中で判断され,於せられる手続きが

可能であることの問題を指摘するものである.つまり,本

稿の論述は,行政が持つさまざまな都市政策に関する手続

きや制度の運用に関する主体性･自治性は尊重しながらも,

外部または周辺,あるいは県など広域的,客観的判断を注

入させる仕組みの必要性を指摘するものである(4).なお,

前章(6)の開発審査会も概ね同様の問題を持っと言えるが,

政策判断,施策決定上での諮問機関等の分析という本研究

の趣旨からははずれるので,ここでは取り扱わない.

以上を踏まえ,次に諮問機関等のあり方に関し考察する

ものであるが,ここでは宮崎市の事例において最も重要な

位置を占めた総計審を中心に議論し,必要に応じて他の諮

問機関等に関する議論を行なう.

(2)中立性 ･専門性の確保

上述のa)政策立案または行政判断のチェックと公定化と

は,政策判断や施策の内容およて伴リ断 ･施策立案過程に中

立的立場の第三者機関によるチェックを介在させることで

あり,それを審議会をはじめとする諮問機関等が担ってい

ると解釈できる.また,C)の専門的知識の導入-の対応に

ついては,主として学識経験者にそれを期待している.

a),C)のいずれにしても,その機能が高度に発揮されるた

めには,審議会に事務局からの中立性何が求められること

は明らかであろう.この点に関し,審議会の主体性を高め

る方策として建議がある.たとえば ｢諮問内容に関する建

議｣という方法も考えられる.建議については,平成14年

の都市計画法改正で都計審に位置づけられたが,地方自治

法にその規程はなく,少なからずの自治体では総計審条例

の中に建議を明記しているところである14).ただし,宮崎

市総計審条例には位置づけられていなかった.無論,市町

※ 窮ま針寸 は策定終了時で解散していたことを示す

図-2 開発許可に至る各主体の関係模式頚

木哨汚計審での建議がほとんどない実態を踏まえれば3),建

議が総計審の中立性を確保する必要十分条件であるとは言

えない.しかし中立性を担保する手段の存在が重要である.

a)の第三者性およびC)の専門性を困難にするもう一つの

要因は,事務局と審議会委員の情報の非対称性である.す

なわち,3章(2)節で述べた資料の不提出に象徴されるよう

に,事務局が持つ情報量と審議会委員が持つそれとの間に

大きな差があり,これが審議会の中立性の障害となってい

る(Q.次節で述べるように委員に専門家を確保することも
重要であるが,前章(5)で述べたように,地方ではそれにも

限界がある.これを解消する方策としては,審議会委員の

資質向上のための取り組み,参考人等の専門家の招致制度,

審議会から事務局-の資料請求権付与等が考えられるの.

ただし,前2者については,都計審で十分に活用されていな

いことを梶原ら13)が明らかにしている.建議と同様,この

ような制度を活用しやすくする手だてが必要であろう.

なお,審議会の中立性 ･専門性は公開性の向上と併行で

進めるべきとの指摘がある20).しかし本事例は総計審,都

市マス策定委の議事録は公開されており,公開性向上だけ

では中立性 ･専門性の確保は難しいことを示している.

(3)委員任命システムの改善

中立性に関するもう一つの議論として,委員の選任方法

がある.たとえば佐藤5)は,審議会が ｢行政の隠れ蓑｣との

牡搾りを受ける要因として委員の人選が行政機関の裁量によ

ることを挙げている.また都計審に関しても,大村ら16)や

吉武ら17)が同様の指摘をしている(8).このような疑念,批判
を払拭するためには,選考基準を明確化し,｢行政機関の裁
量｣の部分をできる限り客観化,透明化する必要がある.

特に,学識経験者につい ては諮問機関内での影響力が強い

こともあり,客観化,透明化が一層求められる.

なお,諮問機関等相互の独立性については議論が分かれ

ようが,兼任委員が多くなると複数の諮問機関を設置する

意義が薄れることは明らかであろう.この意味では,兼任

を許容する理由や許容限度に関する説明責任が求められる.

(4)水平的 .垂直的整合性の確保

計画や施策間の整合性の解釈が分かれる場合,それを厳

密に判断することは難しい.しかし,様々な立場や観点か
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らの解釈や議論を出し尽くすことは必要と言え,それが可

能な環境が確保される必要がある.さらに,議論が分かれ

た場合に最終裁定を行なうシステムが必要である.

本事例においては,議論が十分性の判断,裁定ともに事

実上,事務局主導で行なわれたと言える.これらの判断自

体を審議会が主体的に担うことも考えられる.これは(2)節

の中立性の議論に帰着する.

ただし,周辺自治体や上位レベルの政府の諸計画,政策

との整合性については,関係主体が多様であるために,

自治体の審議会の判断に収まるものではない.この点に関

し平成18年の都市計画法改正では,県が関係市町拝寸から意

見を聴取する道筋を用意しており1),福岡県では,大規模集
客施設立地については県の都計審を活用することを検討し

ている18).したがって,都市計画の内容に関しては水平的 ･

垂直的調整の可能性が増す方向にある.もちろんこの場合

も,都言1億の中立性と専門性が確保されることが前提であ

ることは言うまでもない.他方,総合計画には水平的 ･垂

直的調整の仕組みが不在のままである.なお,複数の市町

村間,より広域的には都道府県間で調整がつかない場合,

最終裁定として国の介入権19)も検討の必要があろう.

(5)都市マスタープランと都市計画審議会の関係

総合計画の策定においては総計審および議会の議決が必

要であるが,都市マスは制度上,都言憎狩 義会の議決は必

要ない.都市マスは総合計画の下位計画であり,総合計画

に即して定められることから,通常はこのような策定方法

でも差支えない.しかし,今回の事例のように広域的にも

影響を及ぼしうる具体的開発プロジェクトを容認するため

に総合計画を改訂する場合には,都市マス改訂に都計審が

介在しないことを許容する現行の制度は検討の余地があろ

う(9).総合計画の10年を上回る20年後の将来像を描く都市

計画のビジョンの策定には,都市計画に関し審議する法定

の諮問機関が関与すべきであろう.併せて,周辺自治体や

県の都計審との制度的な連携も検討されて良い.

5.まとめ

本論文をまとめると以下のとおりである

1)宮崎市市街化調整区域-の大型sc立地許可のプロセス
を整理すると共に,特に都市政策の手続きの観点から総

合計画審議会等の諮問機関のあり方を考察した.

2)本事例における開発許可プロセスの特徴は,①市の判断

を先行させる制度選択,②諮問機関等-の諮問の内容と

運用の特異性,③政策判断の根拠の不透明性,④他計画

や運用指針との不整合,⑤人的資汲上の制約,⑥開発審

査会の位置づけの6点に集約される.本事例は,地方自

治の原則の下で広域的整合性に関する県の関与がなく,

諮問機関等のチェック機能も働かず,市の意向を貫くこ

とができた得た事例と言える.

3)以上より,都市政策に関わる諮問機関等の体系における

総計審を中心とした審議会のあり方に関し,①審議会の

中立性 ･専門性の確保,②委員任命システムの改善,③

計画の水平的 ･垂直的整合性の確保,および彰都市マス

タープランの位置づけの強化の改善策が必要と言える.

[補荘I
(1)大店立地 こよる届出書でも 敷峨 07,869m2である.こ鳩 も 開発
許可で市重になった部分こ起因すると考えられる.また,農他 用の対象

行令1条の13第1号から3号の適用可否の争点となった.

(2)当該地区は 日新榊9年の宮崎市農鮒 画において白地として
位置づけられ 以降 展覧基盤整備はなされていない.

(3)市は7月14日(日)夕方に出店意向者に連絡を取り,習15日(刀)に賀熱こ面会
できた7社1.5フロアをもって河浦の目処が立たないと判析した3).

¢)文献21)のように,計画策定は代表制が離 されている議会が行なうべきと
の考えもある.本稿は,現行制度で位置づけられる諮問委員会等の活用改
善を検討したもので,このような議会oメ揖畳づけを否定するものではない

(5)より強力な第三割生 専門性の確保のためには,諮問機関でなく,｢独立
性｣のある外宮附:機関の確陳や集会機能の弓封ヒが考えられる.ここで古志啓
開簡謁の枠組みで磯 溶封ヒの意味で ｢中I'他 の語を用いる.

(6)情報の非対称性は 行政と一璃封主民 進出企業と地福紅与街との関係にも
当てはまる.さらに文献3)で紹介されたように,進出企業と地瀞 iの
資本の大きさにも差があり,マスコミを通じた広告など0淵樹 齢こも差
が出てくることになる.

(7)資楯青求と隈重し,事務局側の積極的樹離撞き供姿勢も求められる.文献
15)は 行政と住民の信頼関係構築に古事潮 Jの自主的な情報公開が必要と
指摘しているが,これは事務局と審義会の間にも成立しよう.

(8)本事例で僻 機関等の委員構成の是非を論じるものではないが,市長の
政詳印j断前に開催された市民フォーラムにおいて,総吉憎委邑 都市マス

策定委員長(-都計春会長)が出店に葡戎したことは注視が必要である.
(9)竃崎市では 平成10年の都市マス策定 中心市律減 封射出封尋十画策定の
いずれも都吉1零が関与していない.
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